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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第３四半期連結
累計期間

第59期
第３四半期連結
累計期間

第58期

会計期間

自平成25年
　10月１日
至平成26年
　６月30日

自平成26年
　10月１日
至平成27年
　６月30日

自平成25年
　10月１日
至平成26年
　９月30日

売上高 （千円） 9,952,009 10,068,889 13,406,912

経常利益 （千円） 2,147,158 2,273,951 2,646,014

四半期（当期）純利益 （千円） 1,347,822 1,430,149 1,669,295

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,635,324 1,302,744 1,866,471

純資産額 （千円） 8,783,205 9,375,425 8,933,309

総資産額 （千円） 11,029,752 11,686,059 11,478,756

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 97.86 103.84 121.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 79.6 80.2 77.8

 

回次
第58期

第３四半期連結
会計期間

第59期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 39.90 36.53

　（注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　ておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクに重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに締結又は決定した経営上の重要な契約等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（以下、「当該期」と表示します。）における当社グループの業績を前年同期と比

較しますと、国内市場におきましては、二輪乗車用ヘルメットの市場流通は順調に推移して、当四半期の国内向け

販売は大幅に増加し、当該期累計でも前年比の落ち込みが縮小しました。

海外市場におきましては、ヨーロッパ市場は、独立Distributor向け日本からの販売はロシア向けが大幅に減少

しましたが、その他は概ね堅調でした。また、欧州子会社の現地販売は、フランス子会社の販売が前２四半期同

様、当四半期も販売数量、売上高ともに大幅に増加しました。また、北米市場では、販売数量は微増でしたが、為

替円安効果により売上高は大幅に増加しました。その他の地域では、アジア向け販売は堅調でしたが、主要先であ

るオーストラリアDistributor向け販売は低調でした。

その結果、当該期の連結売上高は、10,068,889千円（前年同期比1.2％増）となりました。

各利益につきましては、販売費及び一般管理費は増加しましたが、欧州子会社の売上原価率が大幅に低下し当

該期の利益に貢献したこと等から、営業利益は2,384,319千円（同5.3％増）となりました。経常利益は、為替予約

に伴う為替差損の影響から2,273,951千円（同5.9％増）、税金等調整前四半期純利益は、訴訟和解金49,521千円の

計上が影響し2,207,913千円（同2.9％増）、第３四半期純利益は、税制改正に伴う繰延税金資産の取り崩しがあり

1,430,149千円（同6.1％増）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題については重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

　　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、70,955千円であります。

　　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
 末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,772,400 13,772,400
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数100株

計 13,772,400 13,772,400 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年４月１日

～

平成27年６月30日

― 13,772,400 　― 1,394,778 　― 391,621

 

（６）【大株主の状況】

　 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の内容が確認できないため、記載

　 することができませんので、直前の基準日である平成27年３月31日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　400 ― 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,769,400 137,694 同上

単元未満株式 普通株式　　　2,600 ― 同上

発行済株式総数 　　　　 13,772,400 ― ―

総株主の議決権 ― 137,694 ―

　（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式10株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

株式会社ＳＨＯＥＩ 東京都台東区上野五丁目８番５号 400 ― 400 0.0

計 ― 400 ― 400 0.0

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,173,684 5,389,323

受取手形及び売掛金 1,079,081 1,333,089

商品及び製品 969,440 1,239,658

仕掛品 365,857 534,117

原材料及び貯蔵品 396,384 366,796

繰延税金資産 265,537 158,445

その他 489,693 578,724

貸倒引当金 △4,270 △3,692

流動資産合計 9,735,409 9,596,462

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,690,212 2,752,721

減価償却累計額 △1,987,288 △2,014,201

建物及び構築物（純額） 702,924 738,519

機械装置及び運搬具 1,758,495 1,944,086

減価償却累計額 △1,526,336 △1,454,726

機械装置及び運搬具（純額） 232,159 489,360

工具、器具及び備品 3,714,994 3,978,955

減価償却累計額 △3,585,563 △3,764,406

工具、器具及び備品（純額） 129,431 214,548

土地 211,544 211,544

建設仮勘定 201,889 145,182

有形固定資産合計 1,477,948 1,799,154

無形固定資産 37,796 51,617

投資その他の資産   

繰延税金資産 197,570 206,529

その他 30,031 32,294

投資その他の資産合計 227,601 238,824

固定資産合計 1,743,347 2,089,597

資産合計 11,478,756 11,686,059
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 535,874 713,659

未払金 284,803 222,823

未払法人税等 663,183 280,338

賞与引当金 180,700 75,200

為替予約 36,834 8,693

その他 243,893 325,610

流動負債合計 1,945,290 1,626,326

固定負債   

役員退職慰労引当金 237,229 256,077

退職給付に係る負債 330,856 396,160

資産除去債務 32,070 32,070

固定負債合計 600,156 684,308

負債合計 2,545,446 2,310,634

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,394,778 1,394,778

資本剰余金 391,621 391,621

利益剰余金 7,310,218 7,879,892

自己株式 △324 △477

株主資本合計 9,096,294 9,665,814

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 △13,058 △9,603

為替換算調整勘定 △68,883 △202,573

退職給付に係る調整累計額 △81,042 △78,212

その他の包括利益累計額合計 △162,984 △290,389

純資産合計 8,933,309 9,375,425

負債純資産合計 11,478,756 11,686,059

 

EDINET提出書類

株式会社ＳＨＯＥＩ(E02470)

四半期報告書

 8/14



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 9,952,009 10,068,889

売上原価 5,758,559 5,676,412

売上総利益 4,193,449 4,392,477

販売費及び一般管理費 1,929,780 2,008,157

営業利益 2,263,669 2,384,319

営業外収益   

受取利息 549 1,026

その他 8,020 6,247

営業外収益合計 8,570 7,273

営業外費用   

為替差損 115,593 109,032

債権売却損 7,428 7,187

その他 2,059 1,422

営業外費用合計 125,081 117,642

経常利益 2,147,158 2,273,951

特別利益   

固定資産売却益 39 831

特別利益合計 39 831

特別損失   

固定資産除却損 1,571 17,347

訴訟和解金 － 49,521

特別損失合計 1,571 66,869

税金等調整前四半期純利益 2,145,626 2,207,913

法人税、住民税及び事業税 714,185 668,874

法人税等調整額 83,618 108,889

法人税等合計 797,803 777,764

四半期純利益 1,347,822 1,430,149
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 1,347,822 1,430,149

その他の包括利益   

繰延ヘッジ損益 △15,179 3,455

為替換算調整勘定 302,681 △133,690

退職給付に係る調整額 － 2,829

その他の包括利益合計 287,501 △127,405

四半期包括利益 1,635,324 1,302,744

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,635,324 1,302,744
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が52,630千円及び繰延税金資産が18,473千円

それぞれ増加するとともに、利益剰余金が34,156千円減少しております。なお、当第３四半期連結累計期間の営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後開始する連結会計年度より法人税等の税

率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の35.1％から、平成27年10月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については32.6％に、

平成28年10月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.8％となります。

　この法定実効税率の変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が23,153千円、退

職給付に係る調整累計額が3,610千円それぞれ減少し、繰延ヘッジ損益が277千円、法人税等調整額が19,821千円そ

れぞれ増加しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成26年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 283,858千円 356,777千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年６月30日）

　配当金支払額

　(決議) 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日

　平成25年12月19日

　　定時株主総会
普通株式 399,390 利益剰余金 29.0平成25年９月30日 平成25年12月20日

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

　(決議) 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日

　平成26年12月19日

　　定時株主総会
普通株式 826,319 利益剰余金 60.0平成26年９月30日 平成26年12月22日

 

EDINET提出書類

株式会社ＳＨＯＥＩ(E02470)

四半期報告書

11/14



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成25年10月１日　至平成26年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成26年10月１日　至平成27年６月30日）

　当社グループは、乗車用ヘルメットの製造販売を主たる事業としています。開発と製造は当社が行い、国内向

け販売は当社が、海外向け販売は当社及び現地子会社が行っています。事業を展開するうえで、販売状況につい

ては製品の種類別や地域ごとに分析を行っていますが、現地子会社は販売機能のみを有した会社であるため、経

営資源の配分の決定や業績評価は、種類別や地域別ではなく当社グループ全体で行っています。従って、事業セ

グメントは単一です。このため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 97円86銭 103円84銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,347,822 1,430,149

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,347,822 1,430,149

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,772 13,771

　 　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

株式会社SHOEI

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　茂木　浩之　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　大枝　和之　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社SHOEIの

平成26年10月１日から平成27年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社SHOEI及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注） １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸

表に添付する形で別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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